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【１】-１ コミュニティ・スクールの概要

１．制度の概要

保護者や地域住民が学校運営に参画する「学校運営協議会」制度により、地域の力を学校
運営に生かす「地域とともにある学校づくり」を推進する。（平成16年地教行法改正）

これにより、 子供が抱える課題を地域ぐるみで解決する仕組みづくりや質の高い学校教育
の実現を図る。

２．学校運営協議会の主な役割

○ 校長の作成する学校運営の基本方針の承認
○ 学校運営について、教育委員会又は校長に意見
○ 教職員の任用に関して、教育委員会に意見（教育委員会はその意見を尊重）

３．コミュニティ・スクールの指定状況
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平成25年4月時点で全国1,570校が指定（昨年度比387校）。
目標：平成24～28年度の5年間で、全公立小中学校の1割（約3,000校）に拡大。

1



平成２５年度 コミュニティ・スクールの指定状況

幼稚園 ５５ 園

小学校 ７８６ 校

中学校 ３２９ 校

高等学校 ６ 校

特別支援学校 ７ 校

合計 １，１８３ 校

幼稚園 ６２ 園

小学校 １，０２８ 校

中学校 ４６３ 校

高等学校 ９ 校

特別支援学校 ８ 校

合計 １,５７０ 校

Ｈ２４．４．１ Ｈ２５．４．１

３８７校増

コミュニティ・スクール：４２都道府県 １,５７０ 校
（幼稚園６２、小学校１０２８、中学校４６３、高等学校９、特別支援学校８）

コミュニティ・スクールの学校設置者数：

４道県１5３市区町村（村６、町４６、市９４、特別区７）

※沖縄県は地図を拡大しています。

コミュニティ・スクール
指定校の割合(小中学校)

指定無し・・・
(全国平均)4.9%未満・・・

10%未満・・・
10%以上・・・
20%以上・・・
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学校と地域が情報を共有するようになった ９２．６
地域が学校に協力的になった ８７．７
地域と連携した取組が組織的に行えるようになった ８４．０
特色ある学校づくりが進んだ ８３．０
学校に対する保護者や地域の理解が深まった ８２．６

教職員の意識改革が進んだ ７７．４
保護者が学校に協力的になった ６３．８
地域の教育力が上がった ５６．３
地域が活性化した ５１．４
児童生徒の学習意欲が高まった ５０．５

保護者や地域からの苦情が減った ４６．５
いじめ・不登校・暴力など生徒指導の課題が解決した ４２．７
児童生徒の学力が向上した ３６．２
家庭の教育力が上がった ３２．８
教職員が子供と向き合う時間が増えた １９．８

※「当てはまる」＋「ある程度当てはまる」の合計 （％）

○指定校の校長のコミュニティ・スクール導入の成果認識は以下のとおり。

地域との連携に関係する成果のみならず、保護者や地域からの苦情減、

生徒指導上の課題解決、学力向上にも成果があったとの回答もみられる。

（平成23年度文部科学省委託調査研究報告書／学校運営の改善の在り方に関する調査研究より）

【１】-２ コミュニティ・スクールの成果

＜指定年度別成果認識＞

１６＋１７
年度

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

生徒指導
課題

５７．６％ ４４．８％ ５２．２％ ３８％ ４１％ ４４．５％ ３０％

学力向上 ５４．６％ ３７．１％ ４１．１％ ３７％ ３１．２％ ２９．３％ ３０％
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◆小中９年間の子供の育ちを、地域ぐるみで支援し、
学力向上に成果

○各小中学校の地域住民等が、小中一貫教育校（＝「学園」）の学校運営につ
いて一体となって協議・支援。

○平成20年度までに市内全22校を指定し、全中学校区で小中一貫コミュニ
ティ・スクールを推進。

＜東京都三鷹市＞

コミュニティ・スクールにおける成果例
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⇒学校運営協議会の実働組織（学習ボランティア等）の協力等によ
り、教育支援が充実し、学力向上に成果

◆生徒指導上の課題等を、学校、家庭、地域の連携で解決

○中学校区内のコミュニティ・スクール間で、生徒指導上の課題等について課題
を共有し、その解決に向けて協働。

○「サポート地域本部」を中心にした三つ（学習・安全・環境）の支援を充実。

＜福岡県春日市（春日西中学校）＞

⇒住民による地域パトロールの徹底により、補導件数が激減。

※春日市は平成22年度までに春日西中学校を含む市内全18校をコミュニティ・スクールに指定。
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⇒学校運営協議会の実働組織（学習ボランティア等）の協力等によ
り、教育支援が充実し、学力向上に成果
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未指定校の指定に関する認識（校長アンケート結果）

・ぜひ指定を受けたい。 ８．７％

・条件が整えば指定を受けたい。 １７．９％

・教育委員会から声かけがあれば指定されてもよい。 ２３．７％

○未指定校が指定を受けない理由

・教育委員会に設置の考えがないから。 ４０．５％

・類似制度が既に設置されているから。 １６．２％

・成果が不明確だから。 ７．８％

○指定の「条件」としてあげられていること（第１位～3位の合計値）
・必要な予算が確保されること。 ４７．９％

・地域の理解と協力が得られること。 ４６．６％

・教育委員会が指定する方針を示すこと。 ４１．８％

・担当人員が配置されること。 ４０．４％

・類似制度との重複が生じる。 ３８．２％

・学校運営協議会の成果が不明確である。 １５．３％

・学校運営協議会委員の人材が不足している。 １０．９％

※人事権が制約される。 １．０％

平成23年度文部科学省「学校運営の改善の在り方に関する調査研究」
調査対象：（学校）指定校：813校、回収数：675校（回収率83．０％）、未指定校：指定校と同規模の900校、回収数：807校（回収率70．1％）

（教育委員会）1,789教委（都道府県・指定都市を含む全教育委員会）、回収数：1,126教委（回収率62．9％）

指定校における課題認識（校長アンケート結果）

・適切な委員の確保・選定に苦労する。 ６０．５％

・学校運営協議会に対する一般教職員の関心が低い。 ５９．１％

・学校運営協議会の存在や活動が保護者・地域に知られていない。 ５７．５％

・会議の日程調整・準備に苦労する。 ５４．８％

・管理職や担当教職員の勤務負担が大きい。 ５２．４％

・委員謝礼や活動費などの資金が十分でない。 ５１．７％

未導入教育委員会における指定に関する認識（教育委員会アンケート結果）

【１】-３ コミュニティ・スクールの課題
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【2】-１ 学校支援地域本部の概要

１．制度の概要

地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援する仕組み（本部）をつくり、様々な
学校支援活動を実施

地域で学校を支援する仕組みづくりを促進し、子供たちの学びを支援するだけで
なく、地域住民の生涯学習・自己実現に資するとともに、活動を通じて地域のつな
がり・絆を強化し、地域の教育力の向上を図る。

２．学校支援活動の取組例
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【2】-2 学校支援地域本部の実施状況

１．学校支援地域本部の実施状況

平成21年度

2,405本部

平成22年度

2,540本部

平成23年度

2,659本部

平成24年度

3,036本部

平成25年度 ※

3,527本部

小学校
5,347校

中学校
2,369校

小学校
5,939校

中学校
2,717校

※ 平成25年度申請状況（6月現在）

２．都道府県、政令市における実施状況 ※中核市は都道府県に含む
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【2】-2 学校支援地域本部の実施状況

４．学校支援地域本部における活動内容

• 6,386校（実施校の73％）
学習支援活動

（授業の補助）

• 1,512校（実施校の17%）
学習支援活動

（放課後学習支援）

• 1,285校(実施校の15%）
学習支援活動

（土日等学習支援）

• 5,268校（実施校の61％）学校行事参加・補助

• 2,150校（実施校の25%)部活動指導

• 6,152校（実施校の70%)環境整備

• 5,181校（実施校の59%）登下校安全指導 ※複数実施可

３．学校支援地域本部に関わる学校支援ボランティアの状況

• 約8,000人

• 1学校あたり平均人数： 1人

• 1本部あたり平均人数： 2人

コーディネーター

• 約30,000人

• 1学校あたり平均人数： 3人

• 1本部あたり平均人数： 8人

教育活動推進員

• 約26,000人

• 1学校あたり平均人数： 3人

• 1本部あたり平均人数： 6人

教育活動

サポーター

• 約106万人

• 1学校あたりの平均人数： 122人

• 1本部あたりの平均人数： 302人

その他無償

ボランティア

※平成25年度申請状況（6月現在）
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